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要 旨
本稿の課題は社会経済統計研究の分野での, 従来の論点と成果を整理することである｡ 人口統
計論, 階級構成表の作成, 家計調査論にジャンルを限定し, それぞれの分野での成果を吟味した
前稿 (第  巻第２号) の延長線上で, 筆者が本稿で紹介し検討したのは国民所得論, 国民経済計
算論, 社会福祉指標論の領域での議論である｡ 取り上げた研究者による論文は,     年から  年
までのものである (広田純, 山田喜志夫, 中村浩, 野村良樹, 福島利夫, 光藤昇 [掲載順])｡ 主
要論点は, 国民所得概念の検討とその再生産論的評価, 国民所得推計の史的展開,    と   































論的淵源は, 政治算術学派の  ペティ (       ),   キング (     ) にまで遡ること






日本での国民所得統計の推計作業は, 内閣統計局が    年 (昭和３年) にまとめた    年
(大正  年) のものが最初である｡ 戦後の   推計は, 来日したアメリカの戦略爆撃調査団
の報告 (戦中間 [    ‒  年] の推計) を嚆矢とする１)｡ その後の推計は,     (連合国総司
令部) の要請を受け, ｢昭和  年度国民所得報告｣ (    年) としてまとめられた｡ 推計作業は
国民所得の総額に重点を置くのではなく, 国民経済計算体系のなかの国民所得勘定として, 国
連によって    年に決定された国民経済計算 (   ) の基準に準拠して行われた｡ 現在の国
民所得統計は,     年に国連で採択された国連基準による｡
国民所得概念は, 一般的には次のように定義される｡ すなわち, 国民所得は国民経済がその
生産活動によって一定期間に生み出した純生産物の貨幣表現 (二重計算を排除した純生産物あ
るいは純収入) であり, 経済循環の過程において生産, 分配, 支出の三面からとらえられる,












(４) むすび (以上, 本号)
１) アメリカ合衆国戦略爆撃調査団編／正木千冬訳 『日本戦争経済の崩壊―戦略爆撃の日本戦争経済に




国民所得統計の以上の説明は, 経済学的に留意すべきいくつかの問題点を孕む｡ まず, 国民
所得が生産活動によって生み出されたもの, という規定に関して, ここでいう生産活動とは何
か, その範囲はいかに定められるべきか, という問題がある｡ この点に関しては, 生産的労働
に関する論争, すなわち生産の範囲を物的生産部門に限定するか, サービス産業まで含めて拡




の痕跡は随所にある｡ 下記に紹介する広田純の論文は, この点をあぶりだしている｡ 国民所得
の推計では, その作業の形式的一貫性を整えるために生産額の擬制が行われる｡ よく知られた
例は, 帰属家賃の擬制評価である｡ そうした措置の根拠の検討は, 論点の一つに数えられる｡
一国のある時点の経済活動の規模と水準は上記のように定義される国民所得で測ることがで






のは, 広田純 ｢国民所得の概念｣ (    年)３), 山田喜志夫 ｢再生産と国民所得の流通｣ (    
年)４) である｡ これらの論文は, 戦後, この統計が脚光を浴びた時点で, 逸早く批判の論点を
示した論文である｡ 批判の骨子は, 次のようである｡ 第一に, 峻別されなければならない純生
産ないし国民所得の生産にたずさわる労働 (生産的労働) とそうでない労働 (不生産的労働)
とが同等に評価され, 二重計算が随所で行われている｡ 第二に, 国民所得統計が前提とする要
素所得の考え方に関して, 所得の擬制化が統計上の形式的つじつまあわせのために行われてい
る｡ 第三に, 国民所得の概念が社会的総資本の再生産運動のなかに位置づけられていない｡
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２) 関連論文は多数ある｡ 論争に直接くわわったものではないが, 広田純には生産的労働・不生産的労
働論に関して次の論文がある｡ 広田純 ｢マルクスの 『生産的労働』 論｣ 『立教経済学研究』 第  巻第
４号,     年；同 ｢『生産的および不生産的労働』 について｣ 『立教経済学研究』 第  巻第３号,     
年｡
３) 広田純 ｢国民所得の概念｣ 『経済評論』     年２月号｡ 他に次の文献参照｡ 広田純 ｢国民所得論―
現行概念の批判―｣ 岸本誠二郎・都留重人監修 『講座 近代経済学批判Ⅲ』 東洋経済新報社,     年｡
４) 山田喜志夫 ｢再生産と国民所得の流通｣ 『國學院大學政経論叢』 第  巻第４号,     年 (『再生産と
国民所得の理論』 評論社,     年, 所収)｡
広田論文によれば, 経済学の課題は新価値 (剰余価値) が利潤と労賃という対抗的矛盾した
関係を解明することと同時に, 資本制的商品経済のもとで隠蔽されるこの関係のメカニズムを
解明することである｡ 換言すれば, ｢財貨ならびにサービス｣ の ｢純計｣ としての国民所得の






消されていること, を指摘している｡ 批判の矛先は, 国民所得概念が国民所得の貨幣形態に還
元され, 素材視点が欠けていることに向けられている｡












最初に国民所得概念の本質規定が分析され, 次いで ｢サービス｣ 概念が生まれる経緯が示さ
れ, さらに国民所得の ｢算入範囲｣ の問題, ｢生産的労働｣ をめぐる問題, ｢三面等価の原則｣
の問題, ｢国家｣ の活動をいかに評価するかに関する問題が考察されている｡ 近代経済学内部
のこれら問題に関する議論の混乱と破綻を示すことが当該論文の目的である｡
広田の論理展開は, 以下のとおりである｡ 年々の労働によって新たに生産される商品は一国
の富あるいは ｢実質収入｣ であるが, 貨幣ベールの裏側にある物質的生産にメスをいれたのは
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５) 野村良樹 ｢分配関係と国民所得統計｣ 『経営研究』 第  号,     年｡
  スミス (      ) である６)｡ この限りで国民所得は ｢物 (＝生産物)｣ である｡ しかし,
それは同時に ｢価値｣ をもち, 人間労働一般の生産物である｡ 国民所得はたんなる ｢物｣ では
なく, 有用物であり ｢価値｣ をもつという矛盾にみちた性格を有する｡ ｢価値｣ を生産する労
働は, 資本制生産のもとでは社会的労働である｡ 個々の私的労働は, 生産物である ｢商品｣ の
｢価値｣ をつうじて社会的総労働の一分枝として社会的に結び付いている｡ しかし, 現実の商
品形態は, この社会関係が対象物間の単なる量的関係として, すなわち価格で結びつけられる
かのような表章をとる｡ ｢価格｣ が有用物としての商品に対する ｢市場の評価｣ となり, さら
にそれが ｢効用｣ 概念をともない, あらゆる ｢物｣ ｢サービス｣ がこの基準で評価される｡ は
ては商品でないものまで, 擬制的に価格評価される (帰属計算)７)｡
商品生産一般の観点からみれば, 生産過程の成果である ｢純生産物｣ あるいは ｢純収入｣ は
｢価値生産物｣ である｡ 資本家的生産の下で, それは同時に ｢剰余価値｣ の生産である｡ ｢純生
産物｣ あるいは ｢純収入｣ は, あらゆる資本を補填した後に残る ｢剰余価値｣ あるいは ｢剰余
生産物｣ である｡ それらはそれぞれの生産部門の生産物, 消費手段および生産手段の一部分と
して存在するが, そのうち消費にあてられる部分は消費手段として, 蓄積にあてられる部分は
補填される生産手段の価値と同様に生産手段として, 商品流通を介して, それぞれ現物補填さ
れる｡ したがって, ｢純生産物｣ あるいは ｢純収入｣ は, この消費手段と蓄積にあてられる生
産手段である｡ スミスは生産の目的は常に消費であると考え, 蓄積にあてられる生産手段を無
視し, ｢純収入｣ を ｢直接の消費として留保しておく資財｣ に編入される消費手段一般と規定
した｡ しかし, 資本制社会では, これは単なる抽象にすぎない｡
物事を表面的にとらえるならば, 商品は有用物あるいは効用一般でしかない｡ 剰余価値生産
の源である ｢労働力｣ は ｢労働｣ そのものにすり替えられる｡ 労働力の価格である労賃は, 労
働者が生産過程で資本家に与える労働＝ ｢サービス｣ の代価である｡ 資本による労働力の搾取
という関係が, ここでは平等な交換関係におきかえられる｡ 資本制生産が ｢剰余価値｣ の生産
である以上, 一つの全体としての経済活動の ｢純生産物｣ とみなされる国民所得概念はこの社
会的規定からの抽象である８)｡




資本が資本であるための推進的動機あるいは規定的動機は, 利潤である｡ 資本は ｢前払｣ さ
れ ｢充用｣ された価値一般であり, 剰余価値はそれに対する価値増加分としての ｢利潤｣ であ
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６) 広田, 前掲論文,   頁｡
７) 広田, 前掲論文,   頁｡
８) 広田, 前掲論文,   頁｡
る｡ 利潤を生むものとしての資本は社会的総資本の成員であり, 利潤は個々の資本が搾取した
剰余価値ではなく総剰余価値の一部分である｡ この関係のもとで, 利潤 (平均利潤) は生産手
段一般の生産への寄与＝ ｢用益｣ の価格としてあらわれる｡ 地代・家賃・利子の賃料は, それ
ぞれ土地, 家屋, 貨幣の ｢用益｣ ＝ ｢サービス｣ 価格の形態をとる｡ 資本関係の外化によって,
｢価値生産物｣ でない既存の価値までが ｢収入｣ 形態をとる｡ ｢用益｣ ＝ ｢サービス｣ の商品化
によって, 利潤から支払われる地代, 家賃, 利子は, 資本家が機能資本家たる限りで収得する
利潤＝ ｢企業者利得｣ をえるための ｢費用｣ と観念される９)｡
以上の資本関係外化の現象は独占段階で, さらに形骸化された形態をとる  )｡ この段階での
特徴的な資本の形態は株式・公債その他の有価証券＝ ｢擬制資本｣ であるが, ここでは資本＝
利潤収得の関係そのものが一枚の紙片に外化された商品形態をとる｡ すなわち, 資本自体が将
来にわたって予想された ｢配当｣ や ｢利子｣ を ｢資本化｣ した想像上の価値となる｡
国民所得は ｢生産要素｣ への支払いである ｢要素費用｣ あるいは ｢付加価値｣ といった無概
念的形態, すなわち ｢純収入｣ である｡ それは上記で述べた資本関係の外化という転倒した観
念のもとに成立した概念に他ならず, その意味で総生産物の価格から企業間で売買されて生産




モン (       ), イギリスの    ヒックス (        ) などによる  )｡ アモンは国民
所得の概念を ｢国民すなわちそれを構成する成員の・財貨収得の過程としての総経済過程にお
いて, 現存ストックにあらたに加えられた財貨, 用益, 労務ならびにとりたてうる債権｣ の総
体と規定し, この概念を理論的認識価値のないものと断定している｡ ヒックスも本質的に同じ
見解である｡ 彼らに共通するのは, 資本が有価証券に外化された ｢擬制資本｣ の形態で理解さ
れているため, 資本＝生産関係の問題が商品交換＝流通の問題として理解されていることである｡
別の見解は上記の国民所得概念否定論の対極にあり, この概念を ｢経済的厚生｣ の指標とし
て経済学の中心にすえる｡ ドイツの  ヨストク (         ), イギリスの  スタムプ (       ) の見解があげられている｡ 彼らは財貨やサービスを生み出す活動による裏付けのな
い ｢振替 (移転) 支払｣ や資産価値の変化による名目上の利得を国民所得の ｢算定範囲｣ から
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９) 広田, 前掲論文,   頁｡  ) 広田, 前掲論文,   頁｡  ) 広田, 前掲論文,   頁｡  ) 広田, 前掲論文,   頁｡
締め出し ｢厚生概念｣ としての国民所得概念を擁護する｡ しかし, 広田によれば, 国民所得概
念の否定論者も擁護者も, 分配＝流通面から生産過程を規定し, 後者において分裂し矛盾をか
かえている国民所得の実体＝ ｢価値生産物｣ を外側から総計する問題意識 (一種の ｢擬制｣)
のもとでしか当該問題を考察しない点で同類である｡
関連して広田は, 国民所得の ｢算定範囲｣ の問題に言及する｡ この問題は,     ピグー
(        ) 以来の厚生経済学で, ｢財貨ならびにサービス｣ の ｢純計｣ が国民所得の概念
である, と厳格に規定されている｡ 他人から賃借した家屋や家具類の ｢用益｣ は, それぞれ家
賃や賃料の ｢収入｣ として国民所得に算入されるが, 自己所有者のものとなると貨幣 ｢収入｣
が発生しないので, 享受する ｢用益｣ は同じでも国民所得はその分, 小さくなる (ピグーのパ
ラドックス)｡ これとは逆に, 恩給や国債利子などの ｢振替支払｣, 資産価値の変動による ｢資
本利益｣ は, 受け取る個人には ｢収入｣ であるが, ｢所得を生む｣ と考えられない｡
｢制度上の変化｣ を超えたものとして国民所得を規定しようとする努力は, 国民所得が ｢純
計｣ であることと関連し, ｢最終生産物｣ と ｢中間生産物｣ をどのように定めるかという問題
に直面するが, この問題こそは実は難問である  )｡ 何が ｢最終生産物｣ で何が ｢中間生産物｣
か, を明確に判断しえないものが少なくないからである｡ 広田はまた, より大きな問題として,




ンガリーの経済学者  フェルナー (        ) の考え方である  )｡ フェルナーは ｢労務｣ の
サービスが直接的に生産に寄与せず, その収入が国民所得の分配から派生したものであるから,
国民所得概念からはずすべきであると唱えた｡ 多くの近代経済学者がこれに危機意識をもって,
反撃にたちあがった｡   スミスが資本蓄積の問題を論じるにあたり, ｢対象の価値を増す｣ 労
働を ｢生産的労働｣ と呼び, そういう結果を生ぜず ｢一般にそれをしとげた瞬間に消失する労
働｣ を ｢不生産的労働｣ と区別して以来, ｢生産的労働｣ をめぐるはてしない論争に火がつけ
られた｡ 論争は繰り返し行われているが, 労働による価値規定を失った状態で議論がむしかえ
されても, そこでの関心事は, ｢生産的労働｣ ではなく, ｢生産的活動｣ あるいは ｢生産的職業｣
・・ ・・ ・・
である  )｡ ) ｢国家生産物｣ の取り扱い
広田は最後に, 近代経済学が国民所得の概念で ｢国家｣ をどのように取り扱うかという問題
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  ) 広田, 前掲論文,   頁｡  ) 広田, 前掲論文,   頁｡  ) 広田, 前掲論文,   頁｡
に触れている  )｡ 国家の活動をつうじて受け取られる官吏や軍人の俸給あるいは公債所有者の
利子収入は租税その他の方法で ｢国家｣ に入った価値の再分配の結果であるが, 労賃や利子と
いう価格の形態をとるがゆえに ｢サービス｣ ＝商品が擬制される｡ ｢国家｣ は購入した資材を
原料とし, これらの ｢サービス｣ を ｢国家生産物｣ として生産し, これを国民に無償で提供す
る機関と位置づけられる｡ 結果的に国民所得の水増しが起こる｡
この ｢国家生産物｣ の評価について,   クズネッツ (         ) はその価格を ｢議会で
承認された租税収入｣ とした  )｡ この主張の背景には, ｢国家生産物｣ のうち ｢最終生産物｣
として国民に提供される部分は直接税で買われ, ｢中間生産物｣ として民間企業の生産に寄与
する部分は間接税としてその生産物の価格に転嫁されるという考え方がある｡ 多くの経済学者
がこの考え方に反対し, ｢国家生産物｣ を予算支出で評価すべきとした｡ アメリカ商務省の国
民所得概念では, ｢再販売｣ のために購入されるものが ｢中間生産物｣ で, そうでないものは
すべて ｢最終生産物｣ と定義され, 国家によって購入される資材や ｢サービス｣ はすべて国民
所得に算入される｡ 国民所得を ｢厚生概念｣ と考える経済学者は, クズネッツ流の考え方をと
らず, 何が ｢最終生産物｣ であるかは ｢経済活動のなんらかの最終目的｣ との関連でのみ定義
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  ) 広田, 前掲論文,    頁｡  ) 広田, 前掲論文,    頁｡  ) 広田, 前掲論文,    頁｡  ) 本稿のオリジナルは, ｢再生産と国民所得の流通｣ 『國學院大學政経論叢』 (第  巻第４号,     年)
であるが, 『再生産と国民所得の理論』 に収録するにあたり書き改められ, ほとんど新稿に近いもの
になっていると, ｢まえがき｣ にある｡  ) 山田, 前掲論文,   頁｡
２. 国民所得は社会的総生産物がそうであるのと同様に, 生産, 分配, 消費の各局面を経る｡









山田は自らの見解 (生産局面で国民所得は素材的に [ ＋ ] に対応する生産物であるとす
る見解) に対して, 生産された国民所得が貨幣計算上の概念であり, 素材的実態はないとする
異論が予想される, と述べている  )｡ また, 第一部門の生産手段の ( ＋ ) に対応する生産
物が第二部門の生産物と交換されることはなく, それゆえに第一部門用の生産手段のうちの
( ＋ ) に対応する生産手段を生産局面での国民所得構成部分とするのは不合理であるという
反論がありうる, とする  )｡ 前者の異論に対して, 山田は一単位の商品についてみれば, その
批判は妥当するかもしれないが, 国民所得概念は社会の商品大量が問題となるので,  あるい
は ( ＋ ) に対応する素材は必ず実在する, と応えている｡ 後者の反論に対して, 第一部門
の ( ＋ ) に対応するすべての生産手段が, 直接的あるいは間接的に第二部門の と交換さ
れ素材補填が完了する, と述べている｡ なぜなら, 使用価値としての生産手段の生産は労働者
によって担われ, 彼らはその労働力の再生産のため一定量の消費財を消費するからである  )｡
国民所得に関する次の論点は, 生産的労働, 不生産的労働の問題である｡ この問題に関する
通常の議論は, 生産的労働がまず定義され, 次いで生産的労働の範囲が定められ, これに応じ
て国民所得の生産される部門の範囲が確定される, という順でなされるケースが多かった  )｡
これに対して山田は, 国民所得の生産に関して生産的労働とは何かがではなく, 国民所得とは
何か, 生産物が何か, が先決問題である, とする｡ 従来は生産的労働の二重の規定すなわち本
源的規定 生産物を生産する労働 と歴史的規定あるいは資本制的規定 剰余価値を生
産する労働 との両規定が, 資本制社会でいかに統一されて理解されるべきかが論じられ
た  )｡ しかし, 国民所得を生産する労働は生産物を生産する労働と同義であり, したがって国
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    





自然質料を変形し, 純生産物をどれだけ獲得したかを示す指標に他ならない｡ 重要なのは, 生
産的労働の本源的規定を与えている部分, すなわち ｢社会的分業の一環としての人間の自然に
働きかける労働｣  ) 部分である｡ 生産的労働のこの規定は, 外部の自然に働きかけない労働,
すなわち不生産的労働と質的に異なる｡ したがって, 国民所得が生産される具体的部門は, 農
林水産業, 鉱業, 建設業, 製造業, 運輸通信業および商業における生産の継続部分 (運輸, 包
装など) である｡ ) 国民所得概念の分配と再分配
国民所得概念の定義と国民所得を生産する労働についての諸問題を考察したうえで, 山田は
国民所得概念検討の本論に入る｡ すなわち, ｢国民所得の分配, 再分配および消費｣ の内容で
ある  )｡ 社会の分配関係は生産関係によって規定される｡ 資本主義経済の下では, 必要生産物





労働者の所得は, 彼が資本家に販売した労働力の対価である｡ 可変資本は資本であり, 所得に
転態するものではない｡ 労働者による消費財の購入は, その裏側での資本家階級による可変資
本の回収である｡ 利潤は実現した総生産物の総価値から前貸資本価値を回収してなお残る剰余
である｡ 資本の運動においては, 周期的に剰余価値が生産され, 資本家の手許に資本の果実と
して回収される｡ 剰余価値は, 資本家の利潤として現象する｡ 賃金は支払労働の表象で, 利潤
は不払い労働のそれである｡ 資本主義社会で労働者と資本家の間で国民所得が分配されるとい
うのは, みせかけにすぎない  )｡
国民所得の再分配は, 次のように考察される｡ 資本主義経済のもとでは, 国民所得の再分配
は財政金融機構を通じるものと, サービスの支払いを通じるものとの大きく二つの形態があ
る  )｡ 財政金融機構を通じた国民所得の再分配は, 本源的所得の一部が財政機構をつうじて税
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金 (直接税) などの形で, 国家機関に集められ, 所得を形成する｡ この所得により国家機構の
維持, 財政支出がなされ, 公務員の派生所得が生まれる｡ サービスの支払いを通じた再分配は,
サービスの価格に対する支払である｡ サービス部門は国民所得を生産せず, サービス価格の支
払いを通じた貨幣形態の再分配によって維持され, この部門の労働者, 資本家の派生所得が形










社会的総生産物は消費局面で, (１) 生産に消費された生産手段の補填, (２) 蓄積, (３)
不生産部門の維持, (４) 個人的消費に使用, 消費され, 国民所得の消費はこれらのうち (２)
(３) (４) の生産物である｡ 山田は消費局面の国民所得について２点, 注意を喚起している  )｡
第一に, 不生産的部門の維持にあてられる生産物は不生産的に消費される生産物であり, 第二
部門生産物すなわち消費財である (生産手段でない)｡ 第二に, 消費局面の国民所得に含まれ
る消費財には不生産的に消費されるものと蓄積されるものとがある｡ 拡大再生産のためには生
産手段の拡大と追加労働者が必要である｡ 追加労働者の雇用のためには, 追加の消費財がなけ
ればならない｡ 資本蓄積は不変資本の蓄積 (生産手段の追加分) と可変資本の蓄積 (消費財の
追加分) とからなる｡ ) 国民所得概念の批判的検討
山田は最後にかなりの紙幅をさいて, 現行 (当時) 国民所得概念の批判を行っている｡ 批判
は ｢現行国民所得概念の基本性格｣  ) と ｢国民所得概念を中心とする経済分析の限界｣  ) とに分
けて展開されている｡ ｢現行国民所得概念の基本性格｣ 批判の論点は次のようである｡ 第一に,
国民所得概念は, 国民所得の運動を社会的総資本の再生産過程, 社会的総生産物の流通過程の
一環としてではなく, これらと無関係に成立し, とくに資本流通と所得流通との絡み合いが無
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
  ) 山田, 前掲論文,   頁｡  ) 山田, 前掲論文,   頁｡  ) 山田, 前掲論文,   頁以下｡  ) 山田, 前掲論文,   頁以下｡
視されている｡ その結果, 資本の運動は, 貨幣と商品との単純な交換, 商品流通に解消されて
いる｡ 第二に, 国民所得概念は国民所得の流通過程を, 貨幣形態で反映し, 素材視点を欠いて
いる｡ 山田はここで国民所得の生産局面, 再分配局面, 消費局面が国民所得概念でどのように
捉えられているかを批判的に考察し, さらに支出国民所得の構成要素である個人消費支出, 国
内総固定資本形成, 在庫投資, 政府の財貨サービス購入, 輸出と輸入の差額といった項目の内








か, (２) 社会的総資本の運動をどのような基本的方法で反映しているか, である｡
結論をポイントだけ示すと次のとおりである｡ 国民所得分析は, 社会的総資本の流通過程を













国民所得を生産する労働が生産的労働である, したがって, 国民所得の範囲の問題には, 生産
的労働の ｢本源的規定｣ だけが関係する, 国民所得を生産する労働は生産物を生産する労働で
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  ) 山田, 前掲論文,   頁｡  ) 広田純 ｢＜書評＞山田喜志夫 『再生産と国民所得の理論』 (評論社,     年)｣ 『統計学』 第  号,    年｡
あり, 生産的労働の ｢歴史的規定｣ とか ｢形態規程｣ とは何の関係もない｡ 広田は国民所得を
生産的労働の ｢本源的規定｣ とのみかからわせる山田見解に同意しない｡ ｢国民所得という範
疇は, 社会的総生産物という範疇と同様に, 資本制生産の支配を前提とした歴史的範疇であっ




の下での生産物の全体であり, 事実上, 社会的総資本の生産物である｡ 生産的労働の ｢本源的
規定｣ と ｢形態規定｣ の関係についても同様で, 生産的労働の ｢形態規定｣ を資本主義に独自
な生産様式とかかわらしめて, 理解すべきである｡ 両者は別個に存在する規定ではない｡ ｢本












供給面, 産業構造の動態的変化, 金融取引の状態をとらえるには別の統計が必要である｡ 産業
連関表, 資金循環表はこれらの目的を実現するために開発され, それぞれ独自の沿革をもつ｡
戦後, 国連統計委員会のもとでその体系化が図られた国民経済計算は, 国民所得統計, 産業連
関表, 資金循環表に国民貸借対照表, 国際収支表を加えて構成され, 一国の経済循環を総合的
に把握する統計として登場した  )｡
野村は    年までの国民経済計算の発展経過について, 行き届いた整理を行っている  )｡ 野
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
  ) 広田, 前掲稿,   頁｡  ) 倉林義正・作間逸雄 『国民経済計算 (経済学入門叢書５)』 東洋経済新報社,     年；倉林義正
『   の成立と発展 (一橋大学経済研究叢書  )』 岩波書店,     年｡  ) 野村良樹 ｢国民経済計算論｣ 『統計学』 第  号,     年｡
村によれば, その発展経過は, 三段階に区分できる｡




いずれも国民所得 (勘定) が核となる体系である｡ 戦前から国民総生産概念の検討を行ってい
たアメリカでは,      (全米経済研究所) 国民勘定検討委員会が    年に, 商務省国民所
得および生産物勘定の改善案を公表した  )｡ あわせて附属統計表として, 産業別生産物価額,
相手別商品別国際経常収支, 産業部門別貯蓄・投資額, 産業別再生産可能財貨ストック, 制度
的部門別資産・負債および残高変動の枠組みが示された｡ この案は資本主義諸国での最初の国







さらに国連統計局は    年に, 国民経済計算体系 (国民所得勘定を含む) の国際基準を勧告
した  )｡ その体系は ｢国内生産勘定｣ ｢国民所得勘定｣ ｢国内資本形成勘定｣ ｢家計とそれにサ
ービスを提供する民間非営利機関の経常勘定と資本 (調整) 勘定｣ ｢一般政府の経常勘定と資
本 (調整) 勘定｣ ｢外国の経常勘定と資本 (調整) 勘定｣ の６標準勘定と  補助表からなり,
主として生産, 投資, 消費といったフロー面のマクロ的把握が目的であった｡ 国民所得勘定体
系は, セクター別収支勘定, 国内資本形成勘定, 対外取引勘定のなかに資本調達勘定を設定し,
投資資金源を織り込み, セクター別資金過不足状態を示す表としての性格をもつ｡
第二段階で注目されるのは, 経済量の概念規定に精緻化が施されたこと, 経済計算体系の形
式的整備に努力が傾注され, 国連統計局がいわゆる    (                        )
の国際的基準を制定したこと  ), 社会主義諸国が統一国民経済バランス (             
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  )                                                                                                                     ) В Соболь Об Основых Методологических Πроблемах Отчетного Баланса
Народного Хозяйства 《Всесоюзное Совешание Статистиков》        )                                                                                    )                                                                                       
                     ) を作成したことである  )｡ 前者は    年代の初頭から  スト
ーン (       ) が中心となって検討がなされ,     年に完成をみた｡ この体系は     と
呼ばれ, 従来の国民経済計算体系の全面的統合である｡ 体系には中心に位置する国民所得勘定
が産業連関表, 資金循環表, 国際収支統計, 国民貸借対照表と連結し, 国民経済の全体的把握
が目的とされた  )｡ 推計方法には財貨・サービスの生産, 輸出入, 在庫変動等から    以上
の品目の総供給量と需要 (消費や投資) を項目別に各流通段階で把握するコモディティ法 (コ
モ法) が採用された｡ 後者は, 社会的総生産物の生産, 消費, 蓄積バランス (物財バランス),
産業別制度別部門別総生産物, 物財中間取引, 国民所得表, 社会的総生産物と国民所得の生産,
分配, 再分配および使途バランス (資金バランス), 住民の貨幣収支バランス, 労働力需給バ
ランス表, 国富表, 国民経済の固定フォンドバランスから成り (若干の付表をもつ),     年
に完成した｡
第三段階では, 両経済体制で上記のように, 国民経済計算体系の国際基準が定められたこと




他方で, いくつかの新しい動きが見られた｡ 野村良樹はそれを３点指摘している  )｡ 一つ目は
国連が主導した新   と   との概念の調整と比較可能性の追及である｡ 二つ目はアメリ
カでの    ケンドリック (           ), ラグルズ夫妻 (                   ),  デニソン (        ) などによる商務省の勘定体系に対する批判である｡ またトービン
(      ) ＝ ノードハウス (          ) は経済的福祉測定の見地から, 経済福祉指標
(   ) を作成した｡ 三つ目はソ連での動きで, イサエフ試案の国民経済総合物財・資金バ
ランスの提示である｡    年以降の第四段階では,      にむけた改訂の動きが顕著であった｡ 改訂案が日程に
のぼったのは,     年に開催された第  会期国連統計委員会である｡ この改定案は, それ以前
に (    年) にカラカス (ヴェネズエラ) で開催された地域セミナーで     の見直しと問
題点の洗い出し, 第  会期国連統計委員会 (    年) での改訂にむけた議論の延長線上でまと
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
  )                                                                                                                            ) 国民経済計算論プロパーによる基準文献として, 脚注 (  ) に掲げたものを参照｡ 他に, 倉林義正
｢戦後におけるわが国の国民所得研究｣ 荒憲治郎・伊藤善市・倉林義正・佐藤隆三・宮沢健一編 『戦
後経済政策論の争点』 勁草書房,     年, 参照｡  )                                                                              ３                      ) 野村, 前掲稿,     年,    ‒  頁｡
められたものである｡ 以後, 国連統計局開催で２度にわたる専門家会議 (    年４月,     年
３月) がもたれ,    体系の明確化, 関連する他の諸統計システムとの調和を中心とした改
訂体系の方針が煮詰められた｡ とくに    年の会議では, 改訂の羅針盤役を担ったラグルズ・
レポートが公にされ, 注目を浴びた｡ 改訂に関わる主要論点はこのレポートに含まれ, ここで
は     に実現した提案, すなわち実物と金融の二分法による部門分割を退け, 勘定体系を
制度部門別で一貫させる考え方が表明された｡
他方, ソ連では国民経済計算の方向転換が意図された  )｡ すなわち,    中心に作成され
ていた経済計算体系に   の導入が志向され, このこととの関係で    年より   指標が
公表されるようになる  )｡ さらに   準拠の部門連関バランスの作成,    と   の両方
式の指標を導出することができるシステム (ИСМЭП) がЮ イワノフ (Ю Иванов), Б 
リャブーシキン (Б Рябущкин) によって構築された  )｡
日本では既述のように (   頁), 戦前, 国民所得の推計は散発的に行われ, 戦後はアメリカ
の戦略爆撃調査団の報告が最初のものであったが,     年に ｢昭和  年国民所得報告｣ が経済
企画庁経済研究所国民所得部によってまとめられた｡ その後の国民経済計算体系は,     年８
月に国連が示した上記の     に準拠した詳細な推計結果 (年度, 暦年, 四半期) として継
続的に公表された  )｡
社会統計学分野での当該計算体系の研究としてあげておかなければならないのは中村浩, 泉
弘志, 土居英二, 川口清史による次の成果である｡ 中村浩 ｢国民経済計算算定方法の理論的基
礎について―国民経済計算と統計集団論の関係に関する一試論―｣ (    年)  )；同 ｢国民経済
計算方式 (   と   ) の比較・調整について (１) (２) (３) ｣ (    ‒  年)  )；同 ｢産
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) このあたりの事情については, 次の論文を参照｡ 岩崎俊夫 ｢国民経済計算体系の方向転換―   
と   の統合―｣ 『経済計算のための統計―バランス論と最適価格論―』 日本経済評論社,     年
(｢ソ連における国民経済計算体系の方向転換：   と   の統合｣ 『経済学研究』 (北海道大学)
第  巻第４号,     年)｡  ) 野村良樹 ｢ソ連の   指標について｣ 『国民経済雑誌』 第   巻第５号,     年｡  ) Ю Иванов Б Рябущкин Интегрция Баланса Народного Хозяйства н
Системы Националыных Счётов 《Вестник Статистики》     ,     .  ) 野村は    年３月に中華人民共和国の上海財経大学統計学系で日本の国民経済計算の展開に関する
レクチャーを行っている｡ 野村良樹 ｢日本における国民経済計算体系の現状と問題点｣ 『現代農学論
(柏祐賢著作集完成記念出版)』 日本経済評論社,     年｡  ) 中村浩 ｢国民経済計算算定方法の理論的基礎について―国民経済計算と統計集団論の関係に関する
一試論―｣ 『経済論集』 (大東文化大学) 第  号,     年｡  ) 中村浩 ｢国民経済計算方式 (   と   ) の比較・調整について (１)｣ 『比較社会経済体制論』
大東文化大学経済学研究科,     年；同 ｢国民経済計算方式 (   と   ) の比較・調整につい
て (２)｣ 『日本社会経済論』 大東文化大学大学院経済学研究科,     年；中村浩 ｢国民経済計算方式
(   と   ) の比較・調整について (３))｣ (後に ｢産業分類について (１) ―    と    の
研究―｣ と改題) 『経済研究』 (大東文化大学大学院経済学研究科) 第３集,     年｡
業分類について (２) ―    と    の研究―｣ (    年)  )；泉弘志 ｢アメリカ合衆国にお
ける国民勘定の形成｣ (    年)  )；土居英二 ｢日本における資本形成・資本調達勘定の推計
(    年 ‒    年)｣ (    年)  )；同 ｢再生産と資金循環表｣ (    年)  )；川口清史 ｢国民経済
計算による現代資本主義分析の一試み―経済循環における階級対抗を中心に―｣ (    年)  )｡
関連して注目したいのは, 国民総生産指標の形成過程を丹念にフォローした野村良樹の論文
｢アメリカ国民所得推計抄史 (１) (２) (３) (４)｣ (    ‒  年)  ) である｡ 未完であり, 公
表された分だけでも相当なボリュウムになる｡ 資料的価値が高い｡ 野村による次の論文とあわ
せて社会統計学分野の貴重な財産である｡ 野村良樹 ｢米ソ比較産業分類の詳細｣ (    年)  )；
同 ｢国民経済バランス ｢資料｣ の吟味｣ (    年)  )；同 ｢国民経済計算体系の比較, 調整問題
(Ⅰ) (Ⅱ)｣ (    年)  )；同 ｢ラグルズの修正   概念について｣ (    年)  )｡
以下, 叙述は, 中村の論文 ｢国民経済計算方式 (   と   ) の比較・調整について
(１) (２)｣ により,      と   の比較と調整可能性に関する解説を掲げ, 次いで野村の
論文 ｢アメリカ国民所得推計抄史 (１) (２) (３) (４)｣ により,    以前の国民所得推計
の歴史研究の中身を示すという順序で進める｡
(２) SNAとMPSの比較と調整 ) 両体系の構造
国連は    年に,    と   の両体系の概念の比較可能性について報告書 (                                                                                     ,     ) を公にした｡ 中村は ｢国民経済計算方式 (   と   ) の比較・調整に
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
  ) 中村浩 ｢産業分類について (２) ―    と    の研究―｣ 『経済研究』 大東文化大学大学院経
済学研究科, 第４集,     年｡  ) 泉弘志 ｢アメリカ合衆国における国民勘定の形成｣ 『経済論叢』 第   巻第１号,     年｡  ) 土居英二 ｢日本における資本形成・資本調達勘定の推計 (    年 ‒    年)｣ 『経営研究』 (大阪市
立大学) 第  巻第１号,     年｡  ) 土居英二 ｢再生産と資金循環表｣ 『大阪市大論集』 第  号,     年｡  ) 川口清史 ｢国民経済計算による現代資本主義分析の一試み―経済循環における階級対抗を中心に―｣
『現代の階級構成と所得分配 (大橋隆憲先生追悼論文集)』 有斐閣,     年｡  ) 野村良樹 ｢アメリカ国民所得推計抄史 (１) (２) (３) (４)｣ 『経営研究』 第  巻第５・６号合併
号,     年；第  巻第３号,     年；第  巻第６号,     年；第  巻第１号,     年｡  ) 野村良樹 ｢米ソ比較産業分類の詳細｣ 『経営研究』 第   ‒   合併号,     年｡ (野村良樹 『社会主
義経済の構造』 新評論,     年, 所収)｡  ) 野村良樹 ｢国民経済バランス 『資料』 の吟味｣ 『経済学雑誌』 第  巻第５・６合併号,     年｡ (野
村良樹, 前掲書, 所収)｡  ) 野村良樹 ｢国民経済計算体系の比較, 調整問題 (Ⅰ) (Ⅱ)｣ 『経済学雑誌』 第  巻第３号,     年
および第  巻第３号,     年｡ (野村良樹, 前掲書, 所収)｡  ) 野村良樹 ｢ラグルズの修正   概念について｣ 『経営研究』 第  巻第１号,     年｡
ついて (１)｣ (    年)  ) で, この報告書にそって, 両体系の比較調整, 主として組み替え・
連結の考え方に関する基本的問題点と両方式の類似点・相違点に関わる理論的・統計的諸問題
を整理している｡
最初に上記文書の概要が紹介されている｡ その内容は以下のとおりである｡ ｢Ⅰ. 両方式の





中村はまず   と   の構造を紹介している  )｡    は国民所得勘定, 産業連関表, 資
金循環表, 国際収支表, 国民貸借対照表の５勘定の整合性をもった体系である｡ 全体は  ×  
の行列で示され, 体系を構成する各経済勘定は複式記入の取引形式によって相互に関連付けら
れる (表１)｡ 勘定体系はストック勘定とフロー勘定に大別され, いずれも実物と資金の２種
類の取引形態の記録である｡ フロー勘定のうち生産・最終消費支出・資本形成の３勘定は主と
して財貨・サービスという ｢実物｣ のフローの経路を, また所得・支出勘定と資本調達勘定は
主に貨幣所得や資金のフローの経路を記録する｡
｢生産・最終消費支出・資本形成の３勘定｣ は, 次の２種類の勘定体系を構成する｡ すなわ
ち財貨・サービスの供給とその処分または需要および財貨・サービスの生産額とその費用構成
の２種類である｡ この２種類の勘定体系から国民所得の三面, すなわちその生産・分配 (雇用
者所得と営業余剰)・支出を接合した産業連関表を導出できる｡ 実物フロー勘定の場合は, 生
産物のフローを追跡する｡ その経済主体または取引主体は, 経済活動部門別に分類され, その
生産主体は主として産業 (統計単位は事業所) であるが, 政府・家計民間非営利機関などもサ
ービス生産者としてここに含まれる｡
貨幣所得や資金のフローを対象とする ｢所得・支出勘定｣ では所得受取りと所得支払いとが
バランスし, ここで付加価値および最終消費支出をつうじて ｢生産勘定｣ に, また貯蓄をつう
じて ｢資金調達勘定｣ に連結する｡ ｢所得・支出勘定｣ では, 取引主体が制度部門別に分類さ
れる｡ 制度部門は非金融法人企業, 金融機関, 一般政府, 対家計民間非営利機関および家計か
らなる｡ ｢資本調達勘定｣ は実物資産蓄積をバランスさせた ｢実物資産勘定｣ および金融資産
純増と金融負債純増をバランスさせた ｢金融資産勘定｣ とにわかれる｡ 制度部門別の金融資産
勘定はそのまま資金循環表を示すが, これは実物資産勘定とともに国民貸借対照表に連結する｡
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  ) 中村浩 ｢国民経済計算方式 (   と   ) の比較・調整について (１)｣ 『比較社会経済体制論』
大東文化大学経済学研究科,     年｡  ) 中村, 前掲論文 (１),    ‒  頁｡
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
表１ SNAの取引行列                                      
期首資産
金融請求権           
純有形資産      
生 産
商 品                  
活 動         
消 費
消費財または
消 費 目 的
       
所得および支出          －     
蓄 積
在 庫 変 動    
固定資本形成     
金融請求権        
資 本 調 達                   －             
海 外
経 常 取 引             
資 本 取 引        －          －      －  
再 評 価
金融請求権    －   － 
純有形資産      
期末資産
金融請求権            
純有形資産       







Ｔ３.７ 商品の在庫変動 ( ) ＝Ｔ .  
Ｔ３.８ 国内総固定資本形成 (  ) ＝Ｔ .  
Ｔ３.  商品輸出額 (  )
Ｔ４.３ 国内生産者の総産出高 (   )







































(出所)                                         (倉林義正・作間逸雄 『国民経済計算』 東洋経済新報社,    年, 第３章, 参照)
最後に, 以上の各勘定が国民ベースに整理・統合され, 国内生産と国民可処分所得とその処分
・資本調達・海外の４個の統合勘定が設定される｡
次に   について｡    は４つの部分からなる｡ (１) 社会的総生産物の生産・消費・蓄
積のバランス (物財バランス), (２) 社会的総生産物と国民所得の生産・分配・再分配・最終






げられる｡ 資金バランスには, 表頭に (１) 社会的総生産物と国民所得の生産および第一次分
配, (２) 輸出入バランス, (３) 国民所得の再分配, (４) 社会的総生産物と国民所得の最終
利用の４つの項目が掲げられる｡ 表側には (１) 物的生産の領域, (２) 非物的領域, (３) 住
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  ) 中村, 前掲論文 (１),    ‒  頁｡  ) 中村, 前掲論文 (１),    ‒５頁｡
 ) 両体系の概念と定義
中村浩 ｢国民経済計算方式 (   と   ) の比較・調整について (２)｣  ) は,    と   の比較・調整の対象として取り上げられた社会的総生産物の生産・分配・消費の３面に














流れに関与する取引主体としては, (１) 産業, (２) 政府サービス生産者, (３) 対家計民間
非営利サービス生産者, (４) 家計が他の家計へ提供する家事サービス, (５) 消費者としての
家計, である｡ 第二は資金の流れに関与する取引主体としては, (１) 非金融法人企業, (２)
金融機関, (３) 一般政府, (４) 対家計民間非営利団体, (５) 家計, の５部門である｡ これ
らの取引主体について観察と分類の対象となる単位, すなわち統計単位は金融単位であるから,
企業部門では各企業, 一般政府では中央政府についてはその全体, 州政府についてはそれぞれ
の州政府全体, 対家計民間非営利団体では各団体, 家計では世帯となる｡   では, どの分野でも全ての企業が統計単位として採用されている｡ 計画経済のもとで
企業の大部分は一種類の経済活動を遂行するように組織されている｡ しかし, 一企業が複数の
事業所 (   の意味での) から成り立っている場合がある｡ これらの事業所は, 通常, それ
ぞれの単独の企業として扱われる｡ 二種類以上の経済活動を遂行している企業は, それぞれ別
個の統計単位に分割される｡    では取引主体のグループは次のように分類される｡ すなわ
ち, 経済活動を行う ｢経済的に独立した, 社会・経済的分業の基本的単位｣ としては企業, 機
関, 社会的組織, 個人的副業経営, 住民の私的活動であり, また消費単位としての家計である｡
以上が両方式の相互調整の観点からみた統計単位の問題である｡
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    















産された財貨とサービスの総額を測定することである｡ 財貨・サービスは ｢商品｣ と ｢その他の
サービス｣ に分類される｡ なお商品として販売されない財貨・サービスのうち, その実体が販売
されている財貨・サービスと同様のもののいくつかは, 擬制計算によって商品として計上される｡
以上の ｢生産の範囲｣ のうちで,    のそれとの比較で問題になるのは, (１) ｢生産の範
囲｣ のなかに財貨だけでなくサービスが含まれていること, (２) このサービスのうちには,
教育, 医療などのように直接人間に働きかける人間活動だけでなく, 家屋のようなそれ自体経
済活動を行わないサービスも含まれること, (３) 商品以外の財貨・サービスに ｢政府サービ
ス｣ という税金で賄われるサービスがあること, である｡









立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 中村, 前掲論文 (２),    頁｡
(３) の政府サービス生産者について, ここでいう政府サービスは中央および地方の政府機
関の提供する行政サービス, すなわちその行政活動をさし, 具体的には一般行政, 治安, 教育,
社会福祉, 経済行政などである (いわゆる公共財)｡    では, 政府はこれらのサービスの生
産者として扱われる｡ その生産額はその活動に要したコスト (行政活動に要した物件費, 人件
費, その他からなる) で評価される｡ 政府はこの政府サービスの生産者であり, かつこの生産
物の大部分は政府自身によって消費されるとみなされる｡ 中村はこの政府サービスについて,
できるだけコストの高い行政活動を行えば国民所得や   を増大させるという皮肉な結論に










(３) SNA以前 (国民総生産 [GNP] 推計の沿革)
国民経済計算体系の前奏ともいえる国民所得統計推計の背景には, 国民総生産 (                   ) 概念と指標をめぐる議論がある｡ この概念と指標は    年前後から  年
代にかけて世界恐慌と第二次世界大戦の影響に関する数値を得ることを目的に, イギリスとア
メリカの研究者 (クズネッツ, クラークなど) による共同作業と相互批判を経て確立された｡
以後, 国民経済への政府の積極的関与が余儀なくされるにしたがい, この指標は政策目標やそ
の効果を測定する役割を担う｡ ここでとりあげる野村良樹の論文 ｢アメリカ国民所得推計抄史
(１) (２) (３) (４)｣ (    ‒  年)  ) は, この指標の形成史を丹念にフォローしたものであ
る｡ 以下では, この内容の理解を容易にするために, ４つの時期に分けて記述する｡ この区分
は便宜的なもので, 野村の論文番号に対応するものではない｡
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
  ) 中村, 前掲論文 (２),    頁｡  ) 中村, 前掲論文 (２),    頁｡  ) 野村良樹 ｢アメリカ国民所得推計抄史 (１) (２) (３) (４)｣ 『経営研究』 第  巻第５・６号合併
号,     年；第  巻第３号,     年；第  巻第６号,     年；第  巻第１号,     年｡
 )     年以前
アメリカの国民所得推計は, ヴァージニア大学の  タッカー (        ) による同国経
済の実証分析に関する著書 『    年から    年の人口センサスによって示された  年間の人口
と富におけるアメリカの発展』 (    年)  ) に掲載された推計を嚆矢とする｡ この推計は    
年の物的生産部門の ｢年生産物価値｣ ないし ｢年所得｣ を生産物接近法で捉える｡ その後暫く,
この種の推計は停滞したが,     年に    スパール (         ) 推計が登場した  )｡ スパ
ール推計は物的生産部門だけでなく, サービス部門を含めた全産業部門の所得を, 要素支払を
集計する方法と生産物接近法との併用のよってもとめる｡   世紀に入ると,   ストレートフ
(             ) による国民所得分配状況の分析 (    年)  ),   キング (       ) に
よる    ‒    年の国富と国民所得の長期時系列の推計 (    年) が発表された  )｡ 後者は,
所得の定義が曖昧であるという難点をもちながら, 国民所得を生産, 分配, 支出の三面で推計
し, 各局面の等価関係が設定されている｡ 以上はいずれも個人研究レベルの推計である｡    年代で特筆すべきは, 厚生に影響を及ぼす数量研究をおこなう目的で民間調査機関・全
米経済研究所 (    ：                               ) が創設されたことであ
る｡ この機関の最初の仕事は    ‒  年期の国民所得推計で, 中身は国民所得推計に含まれる
｢マーシャル的関係｣ すなわち ｢生産における純生産とそれに応ずる労働・財産の分配｣ の表
裏関係の究明である  )｡ 前者は生産国民所得, 後者は受取国民所得と呼ばれる｡ この考え方は
その後の国民所得概念として継承された｡     推計には支出面からの推計はない｡ 野村に
よれば, 分配面と支出面とを繋ぐ環のうち投資原資の一部となる ｢会社余剰｣ が明示されてい





唯一の例外は, 政府が手掛けた最初の国民所得推計 (    年) [連邦商務委員会 (   ) の報
告書に掲載されたもの] であった｡ しかし, 野村によれば, その内容にみるべきものはない  )｡
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   




は, 個人収入総額でありいわゆる国民所得と異なる｡ )     年代    年代は, 深刻な経済危機を背景に国民所得に関する政府推計をもとめる声が高まった｡
国民所得推計の必要性が日程にあがったのは, この時期にアメリカを筆頭とする資本主義諸国
が未曽有の危機, すなわち世界大恐慌と第二次世界大戦に直面し, 経済状態の把握が喫緊の課
題となったからである｡ 議員    ラ・フォレット (                 ) の動議を受け
て上院は, 商務省長官に対し    ‒  年の生産国民所得および分配所得の推計を命じる議決を
採択した (    年６月)｡ この議決を受けて商務省は    に協力をもとめ, 本格的な国民所
得推計作業を開始した｡ この時,     から商務省に送り込まれたスタッフがクズネッツで
ある｡ 商務省作成の最初の国民所得推計報告書は, 短期間でまとめられた｡ 以後  年代を通じ
て報告書は４回, 作成された｡ 野村はこの商務省推計の概要を, (１) 国民所得概念の特徴,





計 (政府収支の一覧) に政府の経済活動が不十分にしか反映されていないこと, であった  )｡
野村は関連して,    概念の最初の提唱者が誰であったか, またこの概念が出現した背景
について解説している｡ この概念は長い間,     年代半ば過ぎに発表されたアメリカ国民所得
の長期時系列推計でクズネッツが採用した指標と考えられていた｡ また  ワーバートン (           ) が    ‒  年の国民所得推計を支出面で行ったさいに (    年)  ), その総額に
付した名称 ｢国民総生産物価値｣ がこれに相当するという説もある｡ しかし, 野村によればイ
ギリスの  クラーク (      ) の ｢総所得｣ 概念が ｢国民総生産｣ に類似した概念である,
とみている (    年)  )｡ すなわち, クラークは    年代以降, 消費, 投資, 物価, 費用の分
析のために純・総両概念の国民所得推計を延長した業績を公にした｡ またケインズは戦費負担
の源泉と能力を知るために自らの指標 (クラークの総所得概念を修正した ｢国民産出額｣ 指標
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    























払い所得部分 [以下, ｢支払所得｣ と表記]), ｢企業貯蓄｣ に積極的意味を認めていなかった｡
これに対し, 改訂国民所得は, 新たに ｢法人企業純所得｣ および ｢非法人企業所得｣ の二大分
類項目をその内容に取り込んだ｡ 前者は配当と法人企業貯蓄から, 後者は農業所得, 非農非法
人企業主の所得引き出しと非法人企業貯蓄から構成される｡ その総額に ｢分配形態別国民所得｣
と呼称が与えられた  )｡
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 野村, 前掲論文 (１),   頁｡  ) 野村, 前掲論文 (２),   頁｡  ) 野村, 前掲論文 (２),   頁｡  ) 野村, 前掲論文 (２),   頁｡
国民所得の大分類項目の立て方はこの改訂によって, 一歩前進した｡ 国民所得の分配対象と




標とみなす) を長く受けていた｡ しかも, 支出国民所得が推計されず, 国民所得循環の三面等
価関係に関心の眼がむけられなかった  )｡ しかし, 戦時色が濃くなるにつれ, 軍需品購入を含








の取引内容によって記述する会計学的接近法 (当初, 不完全な形式であったが, 後年の国民所
得表示形式として定着した) が採用された｡ 野村は関連する商務省の ｢暫定推計系列｣ を整理
して得られた三個のバランス表を示し解説している  )｡ 三個のバランス表とは, ｢国民総生産
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    















国民総生産 (   )      国民総支出 (   )     
(資料)                                                                               (左欄)；                                      (右欄).
(出所) 野村良樹 ｢アメリカ国民所得推計抄史 (２)｣ 『経営研究』 第  巻第３号,     年,   頁｡
と国民総支出｣ ｢可処分所得とその利用｣ ｢国民総支出の資金源泉｣ である｡ ｢国民総生産と国
民総支出｣ は, 基本表である (表２)｡ この表から経済的生産の最終目的に対する資源利用の
実態が判明する｡ とくに当時の戦時生産体制に必要とされた重要な釣り合いを示す数字, 例え
ば軍需支出の対   比, 軍需支出対民需支出比, 民間投資率などを得ることができる｡ ｢可
処分所得とその利用｣ には, 個人家計の消費水準が示されている (表３)｡ さらに, 可処分所
得と消費支出の差であらわされる個人貯蓄の数字が得られる｡ ｢国民総支出の資金源泉｣ は表
２の関係を拡大し国民経済全体についての最終生産物の購入資金を源泉別に表示したもので,
形式上は ｢政府収支｣ とケインズ流の ｢貯蓄・投資均等｣ の両バランスが一枚の表で示されて
いる (表４)｡ これらの三表は国民経済の取引主体 (企業, 家計, 一般政府) の損益バランス
なり収支バランスで, もしこれらに ｢貯蓄・投資バランス｣ と ｢海外収支バランス｣ を補足す
れば, 後年の ｢国民所得勘定体系｣ ができあがる｡ この体系の内容は米英両国の経済学者によ
り方法論的に精緻化され, 経済循環図式として    年に完成の域に達する｡ ) 英米両国によるマクロ指標の開発
大戦期に米英両国は, マクロ指標の開発に積極的に取り組んだ｡ 両国のマクロ指標体系には
相違があり, それは些細なものではなかった｡   ストーン (       ) は ｢イギリス政府白
書｣ のなかで推計された ｢純所得｣ 概念を基準に, 米英両国の国民所得算入範囲の主要相違点
を, 次式で確認している  )｡
国民純所得 (イギリス政府白書方式) ＝国民所得 (アメリカ商務省方式)＋(法人所得税・超
過利潤税＋経常費により負担された資本支出＋企業在庫品再評価額＋個人持家の帰属家賃)－
(国債利子＋社会保障雇主負担分)










立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 野村, 前掲論文 (２),   頁｡  ) 野村, 前掲論文 (３), ２頁｡  ) 野村, 前掲論文 (３), ３‒４頁｡










可処分所得の支出     個人可処分所得    
(資料)                                                               















































消費財・消費サービス販売     個人消費支出    
(資料)                                                                      (左欄)；                                       (右欄).
(出所) 野村, 前掲論文,   頁｡
帰属家賃は,     の最初の国民所得推計の際 (    年) に導入された｡ この措置はいわ
ゆる非市場性の便益測定の典型で, 耐久消費財の所有と使用にともなって発生するサービスが
その所有者に擬制収入を与えるという厚生経済学の考え方に立脚する｡ これに対し商務省推計
では, 耐久消費財の購入が生活目的であるとして, 帰属家賃を認めない立場をとる｡ 他方, 政
府貯蓄の概念は政府を企業の一変種とみなすクズネッツ独自の国民所得観に依る｡ 政府の行為
は民間企業に ｢政府中間サービス｣ を, 住民家計に ｢政府消費サービス｣ を提供し, その代償
として企業税, 個人税を徴収する｡ この損益バランスの調整項目が政府貯蓄である｡ また ｢政




(    年９月) で再開された｡ この討論会の内容は, ｢三国協定｣ に集約される｡ そのフルテキ
ストは公表されていないが, 野村は  デニソンのメモによって, この ｢三国協定｣ の中心部






視角から, 政府収支 (軍事支出とその資金源泉を中心とする) および家計収支 (特に消費水準,
担税能力を測るため) の動向が, 上記によって定義されたセクター間取引の種類と大きさの変
化の関係の観察によって客観的になるという確信が定着したことである｡
国民所得統計作成用の勘定体系は, 次の６種類からなる｡ (１) 国民総生産および国民所得
勘定, (２) 個人所得および個人支出勘定, (３) 民間産業の統合損益勘定, (４) 政府勘定,
(５) 貯蓄勘定, (６) 対外勘定｡
三国討論会では上記の勘定体系に含まれる指標のうち, ５種類の総括指標 (１. 個人への所
得支払, ２. 税引き前民間所得, ３. 国民所得, ４. 国民純生産, ５. 国民総生産または国民
支出) について議論があった｡ 野村はとくに国民所得および国民総生産の概念調整がどのよう
に行われたか, またそれがアメリカの既存概念の変更にいかなる影響を与えたかを検討してい
る｡ 特殊項目に関する論争では, 政府サービスの区分の当否, 国債利子の性格規定, 直接税と
間接税の区分法, 資本消費の計算方法, 非現金所得 (帰属家賃, 帰属利子, 現物給与など) の
算入問題が検討された｡
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
  ) 野村, 前掲論文 (３), ５頁以下｡  ) 野村, 前掲論文 (３), ６頁｡
 )      (国民所得および国民生産物勘定) の登場    年はアメリカの国民所得推計史の ｢栄光の時期｣ の初年と記憶される｡ この年に, 先の
ギルバート ＝ヤッシの ｢経済体系鳥瞰図｣ が提示され, 上記の ｢三国協定｣ が成立した｡ ３年
後の    年７月には改訂された国民所得統計体系 (｢国民所得および国民生産物統計｣) が商務
省機関誌                      の ｢付録｣ に一挙に発表された｡ この体系は  年後に
再度改訂され, ｢国民所得および国民生産物勘定 (                                    )｣ の名称を得る｡
野村によれば,     の形式的特徴は次の２点, (１) 個別勘定 (バランス表) の作成, (２)
個別勘定の接合, である  )｡ まず    は ｢三国協定｣ の主旨にしたがって, 次の６種類の個
別勘定を含む｡ Ⅰ. 国民所得と国民生産物勘定, Ⅱ. 統合企業所得および生産物勘定, Ⅲ. 統
合政府収入および支出勘定, Ⅳ. 対外勘定, Ⅴ. 個人所得および支出勘定, Ⅵ. 総貯蓄および
総投資勘定｡ これらの６種類の勘定間の関係を把握するために, 複式記入の方法が採用された｡
旧    体系では集計量の複式記入の全面的適用ができずⅡ～Ⅵまでの勘定に留まったが,
取引一覧表である ｢セクター取引マトリクス｣ が作成されている (表５)｡ Ⅰの左右両側の総
額および構成要素は, この ｢マトリクス｣ に含まれる集計量から導出されたものである｡ 後年,
改訂された新    の形式は   勘定の構成項目を複式記入に取り込むことに成功した｡
野村は ｢まとめ｣ として,     の基本構想がケインズ経済学による純計循環の総計循環へ
の拡張版として成立したととらえ, これが国民経済のマクロ集計間の秩序だった数量関係の記
述になっている点を高く評価している｡ しかし, 細かく見ると, 勘定体系の全体はかなり強引
に統一され, それは例えば    が採用したセクター区分が概括的な規定の仕方になってい
る点で象徴的である (セクター内部に含まれる個別単位の質的差異の無視)  )｡    はラグルズをして ｢  世紀における経済学の主要業績のひとつ｣ と評価せしめた  )｡    は国民経済に現れた年間の経済循環の規模と機構 (｢取引｣ および ｢取引者｣ の内容)
を取引セクターごとの複式記入の方式で記載したバランス表の体系である｡
商務省の研究チームが手掛けた    推計のプロジェクトは,     年７月に    ‒  年の
暫定推計結果を公表してから４年を経た    年に ｢資料集｣ を刊行し, これをもって一連の作
業を完了した (    年に改訂された)｡ この資料集には, 各種推計量の総額と内的構成の細部
に関する時系列および項目ごとの具体的推計方法が記載されている｡    の完成後, その体系全体の有効性に関する論争が展開された｡ 中心テーマは, その表
示形式, 集計量の経済学的性格, 個別指標の推計方法の妥当性などである｡ この論争は激烈で,
なかで際立ったのはクズネッツと商務省の研究者の間に交わされた意見交換である｡ 野村はそ
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
  ) 野村, 前掲論文 (３),   ‒  頁｡  ) 野村, 前掲論文 (３),   ‒  頁｡  ) 野村, 前掲論文 (４),   頁｡
の内容に照準をあてて, 問題点の摘出と考察をおこなっている｡ 興味深い論点であるが, これ
についての要約は, 紙幅の都合上, 省略する｡
(４) むすび   は一国の経済循環の総括的把握を目的とするマクロ統計で, 中核にはその前身ともい
える国民所得勘定が存在する｡ この体系は他にも産業連関表, 資金循環表, 国民貸借対照表,
国際収支表の諸統計とかかわるが, 個々の統計にはそれぞれ  レオンチェフ,   コープラ
ンド (         ),   クズネッツ, などの貢献がある｡   は戦後, 国連を中心に急速に, しかし段階をふんで発展的構築をみた｡ 本章でとりあ
げた野村良樹, 中村浩の論文は, その歴史と内容の大筋を論じたものである｡ 本稿は時期的制
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表５ アメリカ合衆国セクター取引マトリクス (商務省) ―1939年例示
(単位：   万ドル)            
統合企業所得・  
生産物勘定
純販売額       純販売額      企業資本勘定向け
販売額     














得    賃金・俸給     その他の労働所得   
政府移転支払    



























個人貯蓄      企業海外支店利潤    総民間貯蓄     
対外勘定   合衆国の対外逆
投資     純逆投資    
総 額   企業総生産費      個人支出および貯蓄       政府支出       総投資       純経常支払    
(出所) 野村良樹 ｢アメリカ国民所得推計抄史 (３)｣ 『経営研究』 第  巻第６号,     年,   頁｡
約をかけているので,      の検討については対象外である｡      にむけた改訂の動き
が  年代に, さらに下っては    年代の中頃に既にスタートしていたことは ｢(１)論点と関連
論文｣ の個所で触れたとおりである｡ 以下,      と     の相違にふれて ｢むすび｣ と
したい｡
両者の主要な相違点は, 次の諸点である｡ 第一に, 勘定体系の基本構造の相違がある｡      
で体系の中心にすえられた完全勘定系列は     よりも一貫性をもって統合された｡ 生産,
分配, 資本調達は, この措置により統一された部門分類のもとに体系的に把握できるようにな
った｡ 第二に, 投入―産出体系, 産業連関表の位置づけの相違である｡ すなわちこの統計表は,     ではその中核にあり, 体系の中心をなす生産勘定を支援するものであったが, 生産勘
定の部門分類を制度部門別に改めた     では, その位置づけは相対的に低められた｡ 第三
に,      では生産境界が細部で変更された｡ 自己勘定生産による財の生産は従来, その材
料が第一次生産物の場合に限って生産領域に含められたが,      ではこの制限ははずされ
た｡ 第四に, 資本概念が変更された｡      は固定資本形成の範囲が拡大され, (１) 鉱物





(１) 論点と関連論文    年に前後して ｢高度成長｣ に終焉がつげられると, 国民福祉の観点から経済成長優先の
政策の見直しがはじまる｡ 早川和夫 『住宅貧乏物語』 (    年)  ), 暉峻淑子 『豊かさとは何か』
(    年)  ) が盛んに読まれた時期である｡ 政府サイドでも, 経済発展の方向は, 今から振り




備, 拡充である｡ 前者は    (                        ：経済福祉指標),    
(                ：純国民福祉) のような福祉測定の指標に, 後者は     (                                  社会人口統計体系) に代表される｡
これらのうち  ノードハウス,   トービンによって提唱された   は, 福祉の指標を
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
  ) 早川和夫 『住宅貧乏物語』 岩波書店,     年｡  ) 暉峻淑子 『豊かさとは何か』 岩波書店,     年｡
消費の面から構成することを目的に, 次の諸点に留意して作成された指標である   )｡
ａ) 維持費, 防犯のための支出などのやむを得ざる支出項目は, 控除する｡




ｅ) 経済成長や都市化などの進展にともなう不快 (環境や公共的自然資源の浪費, 過密・騒
音・長い勤務時間・趣味の悪い建物や広告など) を補正する｡




構成は次の (１) から (９) である   )｡
(１)    政府消費／ (２)    個人消費／ (３) 政府資本財サービス／ (４) 個人耐
久消費財サービス／ (５) 余暇時間／ (６) 市場外活動／ (７) 環境維持経費／ (８) 環境汚
染／ (９) 都市化にともなう損失
(１) から (３) は国民所得に対応する｡ とはいえ, ｢   政府消費｣ では, 国民所得に含
まれる司法・警察費, 一般行政費などが控除される｡ ｢   個人消費｣ では, 国民所得に含
まれる耐久消費財購入費, 通勤費, 個人的事業経費が控除される｡ ｢政府資本財サービス｣ で
は, 社会資本のうち, 生活関連のもの (教育施設, 環境衛生施設, 医療・福祉, 都市公園など)
が計上される (図１)｡
以上の方向に対して,     (                                   ：社会人口
体系) は, 生活の状態と変化を各側面 (自然環境, 人口・世帯, 経済基盤, 財政, 学校教育,
医療, 健康, 労働, 家計, 居住環境, 社会保障, 社会教育・文化・スポーツ, 安全, 生活時間
など) の数量的記述を目的としたシステムである｡ システム全体または各システムに分類体系
が示され, またサブシステム間およびその内側の関連付けが与えられ, そこに比較可能な包括
的, 相互連関的な基礎データと社会指標が充填される｡ この社会人口統計体系の系譜に, 経済
企画庁の ｢国民生活指標｣ (    年からスタート), そして ｢社会生活統計指標｣ (    年から
立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
   ) 国民生活審議会調査部会編 『社会指標 よりよい暮らしへの物さし』     年, ７頁｡   ) 経済審議会・   開発委員会編 『新しい福祉指標    』     年, ７頁｡
スタート) がある｡
後に ｢暮らしの改革指標｣ に継承された ｢国民生活指標｣ は, ①生活領域別指標, ②主観的
意識指標, ③関心領域別指標の３部門から構成され, 生活領域別指標には時系列指標と国際比
較表とが, 関心領域別指標には生活領域別と関心領域別との区分をもつ (表６)｡ 関心領域は
｢国際化と生活｣ ｢情報化と生活｣ ｢高齢化と生活｣ ｢都市化と生活｣ ｢国民生活と格差｣ ｢家庭・
社会の病理｣ の６領域に細分されている｡ くわえて ｢国民生活指標｣ は, 指標の総合化を指向
している｡ ｢国民生活指標｣ は従前の ｢社会指標｣ を継承し    年まで作成され, その後 ｢新
国民生活指標｣ (    ‒    ), そして上記で指摘したように, ｢暮らしの改革指標｣ (    ‒    ) に継承される｡
｢社会生活統計指標｣ は, ｢Ⅰ社会生活統計指標｣ ｢Ⅱ基礎データ｣ ｢Ⅲ基礎データの説明｣ を
内容とし, 付録として ｢社会人口統計体系の概要について｣ ｢指標体系の分野区分, 大分類,
小分類, 及び個別指導｣ を収録する｡ ｢Ⅰ社会生活統計指標｣ には  都道府県の入手可能な最
新の個別指標値の掲載がある｡ その体系の概略を示すと, 図２のようである (    年版)｡ 分
野設定は, ｢行動主体｣ (人口・世帯), ｢環境基盤｣ の３分野 (｢自然環境｣ ｢経済基盤｣ ｢財政｣),
｢時間使途｣ (｢生活時間の配分｣) 以外で, ｢国民生活指標｣ とオーバーラップする (    年版)｡
指標の網羅性に特徴があり, ｢国民生活指標｣ の大部分の個別指標 (意識調査を除く) が収録
され, 採用指標数は ｢国民生活指標｣ の数倍に及ぶ｡ ｢社会生活統計指標｣ は, 指標の総合化
を意図せず実体記述本位である｡ ｢Ⅱ基礎データ｣ には各個別指標の算出に利用された原統計
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
(出所) 経済審議会：   開発委員会編 『新しい福祉指標    』 大蔵省印刷局,     年, ６頁｡
図１ NNWの構成 (国民所得との対比)

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































値と調査時期が, ｢Ⅲ基礎データの説明｣ には資料源, 基礎データの概念, 利用上の注意点な
どが詳細に記述されている｡
社会福祉指標の理論と統計的成果に関する議論は, 相対的に歴史が浅い｡ このため社会統計
学におけるその評価に関する議論はそれほど多くはない｡ それでも, 宍戸邦彦 ｢生活状態の統







他方, 社会指標に関して国連の 『社会統計要覧』 をみるかぎり, そこに示されたリストの内
容も統計表示方法も吟味が不十分で, 使われている生活水準, 生活標準, 生活基準の概念の相
違は明確でない   ), 社会指標の基本的問題点は作成の全過程にわたって理論的基礎をもたない
ことである   )｡ 宍戸の結論は, 次のようである｡ 質的差異をもつ諸項目を共通単位に換算して
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
   ) 宍戸邦彦 ｢生活状態の統計指標｣ 『統計学』 第  号,     年｡   ) 宍戸, 前掲稿,    頁｡   ) 宍戸, 前掲稿,    ‒  頁｡   ) 宍戸, 前掲稿,    頁｡   ) 宍戸, 前掲稿,    頁｡
(出所) 総理府統計局 『社会生活統計指標―昭和  年―』 日本統計協会,     年,    頁｡
図２ 社会生活統計指標の体系
一つの巨視的量に集約し, 単一の指標に総合化するのは無理である｡ そうではなく, 多元的福









十分説明されていないこと, である｡ 山田は, ｢意義のはっきりしない総合指数をあえて算出
するのは国民への  での利用がこの指標の主目的に想定されているためだろうか｣ と疑問を
投げかけている   )｡ 他方, ｢社会生活統計指標｣ に対して山田は, それが都道府県値そのもの
を個別に利用する場合を含め, 利用側の多様な利用方法に対応することをねらって作成されて
いるので, 難点があるが作成主体とは異なる立場からの利用の余地は, ｢社会生活統計指標｣
の方が ｢国民生活指標｣ より大きい, と評価している｡ ｢社会生活統計指標｣ は, かなりの修
正をくわえつつ同じ原則と構成で, 継続して作成されている｡










立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
   ) 宍戸, 前掲稿,    頁｡   ) 山田茂 ｢わが国の社会指標体系の課題―わが国における社会指標作成の問題点―｣ 大屋祐雪編
『現代統計学の諸問題』 産業統計研究社,     年｡   ) 山田, 前掲論文,    頁｡   ) 山田, 前掲論文,    頁｡   ) 山田, 前掲論文,    頁｡   ) 山田, 前掲論文,    頁｡
がしきりに喧伝されたが, 現代的貧困化が広がった｡    が ｢豊かさ｣ を測る指標であると
する見方が幻想であることが次第に明らかになり, ｢くたばれ   ｣ が時代を反映したキャッ
チフレーズとなる｡ )    批判と ｢豊かさ｣ 指標   などの福祉指標は, 上記のような状況を背景に登場した｡ 『国民生活白書』 (昭和  年
度版) は, この指標を ｢生活の質｣ の水準の表現としてとりあげている｡
福島利夫は論文 ｢『豊かさ』 と福祉指標｣ (    年)   ) の課題を福祉指標の考察としている｡
まずこの指標が登場してきた背景としての   批判の意義が確認され, 次に福祉指標の基礎
として富と貧困の概念が再検討され, 最後に生活水準と福祉指標の問題点が考察されている｡




る｡    は消費水準を直接表示する指標ではない｡ 第二に ｢一人当たり   ｣ という用語が
しばしば使われるが, それは空虚な平均値 (計算上の平均) にすぎない｡ 計算上の平均よりも,
メジアンやモードをとるほうがよい｡ 第三に生活水準をみるにはフローの概念だけではなく,
ストックの分析 (国富統計) も行わなければならない｡ 第四に   は物財とサービスの提供
全般が国民所得を生み出すかのようにうけとられかねない指標であり, 生活水準や福祉水準と
直接関係のないもの (社用族の交際費の支出, 公害防止産業の活動など) が混入している｡ 第
五に   の指標に対する批判だけではなく, その背後にある経済政策 (さらには高度成長政
策を推進した資本主義経済体制そのもの) を批判することが重要である｡
福島は福祉指標の探求の前提となる ｢豊かさ｣ の概念そのものに, 疑問を呈している   )｡ 資
本主義社会において, 富の増大は ｢貧困｣ の克服につながるだろうか｡ そうではない｡ この社
会は階級社会であり, 一方での富の蓄積は, 他方での貧困によりなりたっている｡ 福島はここ
で資本主義社会の人口法則, すなわち資本の蓄積に必然的にともなう貧困の蓄積, すなわち両
者の敵対的性格に言及している｡
福島は次に, 労働力の再生産の条件の考察を行っている   )｡ ここで重要なのは, 労働者の個
人的消費だけでなく, 共同消費と自然環境に目をむけることである｡ 前者を問題とするのが古
典的貧困 (根源的貧困) であり, 後者を充足しえないのが現代的貧困である｡ 宮本憲一は, 都
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    




｢豊かさ｣ 指標に対する疑問は, ｢物質主義｣ への批判としても現れる｡ 真の富は労働と享受
の統一による人間的発展である｡ 逆に, 貧困とは真の人間的富の発展の源泉が損なわれること
である｡ さらに根源的にこの問題を究明すると, ｢私的所有｣ の問題につきあたる｡ ｢私的所有｣
が至上目的となることによって, 肉体的, 精神的諸能力の発達という人間本性が忘れさられる｡
福島は ｢豊かさ｣ の問題を, 以上のように ｢人間の発達｣ という問題と結びつけて検討してい
る｡ ) 福祉指標の問題点
さて, テーマである福祉指標についてである｡ 福島は    の中身を掲げている｡    
は次の９項目で構成されている｡ (１)    政府消費 (政府の財貨サービス経常購入), (２)   個人消費 (個人消費支出), (３) 政府資本財サービス, (４) 個人耐久財サービス, (５)
余暇時間, (６) 市場外活動 (主婦の家事労働), (７) 環境維持経費, (８) 環境汚染, (９)
都市化にともなう損失｡
(３) ～ (９) は擬制的評価項目であり, そのうち (７) ～ (９) はマイナス項目である｡
問題点は, 擬制的評価項目が貨幣換算可能なのか否かである｡ 結論だけ示せば, それは実質的
に不可能であり, 形式的に計算しえたとしてもそれは仮の数値にすぎない｡ 次に, プラス項目
とマイナス項目の合算によって相殺され, マイナス項目無くなったとしてもそのことをもって
福祉の向上と判断することはできない｡ マイナス項目は, 本来それ自体がゼロになるような政
策を講じなければならない   )｡ その他, ｢環境維持経費｣ ｢都市化にともなう損失 (通勤事情の
悪化による損失, 交通事故による損失)｣ などの個別の項目にそれぞれ難点がある｡ 最大の問
題は ｢いのちの値段｣ の査定とその方法である｡ ｢いのちの値段｣ は損害賠償の評価額という






立教経済学研究 第  巻 第３号     年   
   ) 宮本憲一 ｢現代資本主義と貧困問題｣ 宮崎義一・玉井龍象・西川潤・宮本憲一 『現代資本主義論
(経済学全集  )』 筑摩書房,     年｡   ) 福島, 前掲論文,    頁｡   ) 福島, 前掲論文,    ‒   頁｡
な限り細分化された指標を羅列し, その中から社会的関連において必要なものをとりあげて考
察するべきである   )｡
(３) 理論的背景    年代から  年代初めにかけ,    が ｢経済福祉｣ の尺度として不適切であるとの批判
が澎湃としておこり, 代わって   が注目を集めたことは, これまでにみてきたとおりで
ある｡    はトービン, ノードハウスによる   の枠組みを踏襲している｡ 後者を基礎
づけている理論的基礎は, あまり知られていない｡ 光藤昇が ｢『経済福祉』 指標の理論的背景




おりである｡ (この提案は, プリンストン大学での ｢経済的社会的行為測定に関する討論会
[    年  月４ ‒５日] 報告による)｡
(１) 家計と政府を生産単位とし, それを含む部門分類｡
(２) 有形消費者資本 (耐久消費財), 有形政府資本, 無形企業資本 (研究開発の成果などの
ストック), そして人間資本 (教育の成果のストック) のいくつかの分野を含むような
資本勘定の作成｡
(３) 企業によって提供された直接的消費便益 (  快適な労働条件 [娯楽施設, 医療相談所,
助成された食事施設, 諸手当],   テレビ視聴者への情報・娯楽所得) の計上｡
(４) 費用が簡単に測定できるか, または現在測定されている物的環境資産 (きれいな水,
空気, 温暖な気候) ・社会政治的環境資産 (自由・公正, 安全など) 維持費の計上｡
(５) 家計により非市場活動に配分された時間の主要な諸概念の導入｡





(８) 学校教育費のみならず教育における放棄所得, 家庭での学習・訓練, 労働市場におけ
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
   ) 福島, 前掲論文,    頁｡   ) 光藤昇 ｢『経済福祉』 指標の理論的背景とその問題点｣ 『統計学』 第  号,     年｡
る学習・訓練を含む完全な人的資本勘定の計上｡
(９) 消費者に対する直接的環境便益の測定｡
ジャスター自身は上記の提案が,   フィッシャー (       ) の経済理論の枠組みを踏襲し
ていること, 人間資本分析,     ベッカーなどによる家庭の経済分析,     , 快楽価格指
数などサービスの産出計測手法に依拠している, と述べている｡ )   フィッシャーの経済学
光藤はそこで,   フィッシャーの主著                          (    )   ) に基
づいて, その理論的枠組みを紹介している｡ フィッシャー理論は, ｢所得はすべて富から生じる｣
という命題から出発する｡ ｢富｣ のストックは ｢資本｣ である｡ ｢資本｣ はさまざまな ｢利子所
得｣ を生み出す｡ この ｢利子所得｣ は貨幣形態以外の便益フローの形をとる｡ ここでは ｢労働
者に対する関係としての資本, ならびに価値としての資本｣ が捨象されている｡ 人間・土地も
資本と同一視され, 労賃と地代の差異が不問に付されまた生産と消費との混同がみられる   )｡










済過程の変化を念頭に入れ, 国民勘定体系を経済成長分析 (経済福祉と呼ばれるサービス, す
なわち便益フローの集計量によって測られる成長の分析) に役立つように改善することを意図
した｡ この点を確認したうえで, 光藤は, ジャスター提案に対し３つの観点から, すなわち
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えない｡ しかし, 社会的分業の圏内に同種の労働が存在する場合, 擬制的に貨幣評価すること
はありうるが, ジャスターにあっては非市場活動の擬制的評価ではなく, 非市場活動に配分さ












(１) ジャスターの提案のなかで, ｢経済福祉｣ として描いているものは, フィッシャーの客
観的最終サービス (便益フロー) である｡
(２) その便益フローは資本ストックから流出するものとみなされ, 後者には ｢労働一般に
対立する労働諸条件の自然的形態｣ としての資本の他, 土地, 人間, 消費手段の自然
的形態, さらには教育資本ストックなどの ｢無形資本｣, 物理的環境資本ストック, 社
会的政治的環境資本ストックが含まれるが, ｢労働者に対する関係としての資本ならび
に価値としての資本｣ の側面が捨象されている｡




社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
   ) 光藤, 前掲論文,   頁｡   ) 光藤, 前掲論文,   頁｡   ) 光藤, 前掲論文,   頁｡   ) 光藤, 前掲論文,   頁｡
生産力の発展によってもたらされる財貨・サービスの質の向上, あるいは余暇時間を
貨幣評価することが許されるかどうかについては疑問である｡




以上, 社会福祉指標に関する批判的に検討した光藤, 福島の論文を紹介したが, 当該問題に
この他に持続的にとりくんだのは, 桂昭政である｡ ｢日本の 『住民総消費』 (                             ) 指標の推計｣ (    年) は, 桂の初期の成果である   )｡ 彼はここで,   指標の意義をおさえるとともに,    指標推計の方法論上の問題点を考察し, 日本の   指標の値を推計している｡ 国連文書                                                         (    ) に初めて登場した   指標は家計以外のたとえば政府
が支出・購入したものを含めて家計がどれくらい財, サービスを消費したかを経済的福祉の視
点からとらえた消費指標で, 社会福祉指標構築の試みの初期に位置する｡   指標を従来の家計消費支出部分と比べると, 政府, 民間非営利団体, 企業の支出のう
ちの個人の経済的福祉に寄与する部分だけ大きい｡ 桂によれば,    指標は (１) 市場取引
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   ) 桂昭政 ｢日本の 『住民総消費』 (                            ) 指標の推計 (１)｣
『桃山経済経営論集』 第  巻第１号,     年｡   ) 桂はその例として, 住民による医療サービスの享受をあげて説明を行っている｡ すなわち, 一人
当たり医療費を国際比較する場合, そのうちの家計負担部分と政府負担部分の構成は国ごとに制度上
で異なるが,    指標を使えばそれを比較可能な形におきかえることができる｡ 資本主義国におけ
る ｢民間消費支出｣ と社会主義国における ｢住民の消費｣ を直接比較することはできないが,    
指標におきかえればそれが財, サービスの両者を含み, 家計以外の家計消費追加分の提供者として包
括的に政府, 民間非営利団体, 企業による住民の経済的福祉に寄与するサービスを含むので, これに
よって両国の消費指標の内容が同一になり, 比較が可能になる｡





(    年) および 『福祉の国民経済計算』 (    年)   ) に収められている｡
社会経済統計研究の成果と展開 (    ‒  年) (中)    
   ) 桂昭政 『国民経済計算と経済厚生』 桃山学院大学総合研究所,     年｡   ) 桂昭政 『福祉の国民経済計算』 法律文化社,     年｡
